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] 起業・新事業展開しやすい環境の整備
{ 経営革新支援事業
中小企業の経営革新を促進するため、中小企業新事業活動促進法に基づき、経営革新計画
の承認を受けた中小企業等が当該計画に従って行う経営革新の取組を支援する事業。

| その他の経営の革新や新事業展開への支援事業
その他、地域の実情に応じ、地域資源活用、農商工連携などの新たな事業の取組に加え、
海外展開に挑戦する中小企業に対する支援事業。

^ 中小企業の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化
{ 経営安定特別相談事業
経営の危機に直面した中小企業の円滑な問題解決を図るため、全国の都道府県商工会連合
会及び主要商工会議所に「経営安定特別相談室」を設置し、中小企業からの相談に応じる体
制を整備する事業。

| その他の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化に資する事業
その他、地域の実情に応じ、中小企業の経済的社会的環境の変化への適応の円滑化のため
に必要となる事業。

Ö．独立行政法人中小企業基盤整備機構の事業
１．事業の実施体制
中小機構は、第二期中期目標（平成21年２月27日付け財務大臣及び経済産業大臣策定）に基づ
き、全国的視点に立って、中小企業の高度な専門性を有する経営課題等に対し、多様な支援ツー
ルを活用しつつ機動的に支援を行う。また、中小機構は、地域本部等を通じて、認定支援機関等
との連携体制を構築する。中小機構が持つ全国ネットワークから得られる支援情報や、これまで
培った支援ノウハウの提供等を通じて、全体としての相乗効果が発揮できる実施体制を整備する。
また、中小企業大学校等において、地域の中小企業、地方公共団体及び地域支援機関等、大学
等との連携体制を構築の上、中小企業が抱える現下の高度な経営課題に対応した実践的な研修を
実施する。
２．事業の概要
平成25年度の各支援事業については、上記の観点を踏まえつつ、以下のとおり実施するものと
する。
\ 中小企業の新たな価値を創造する事業展開の促進
{ 新事業創出・販路開拓等支援事業等
中小企業の新事業活動を効果的・効率的に支援するため、地域支援機関等と緊密な連携を
図りながら、地域本部等が、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関す
る法律、中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律、中小企業の
新たな事業活動の促進に関する法律（異分野連携）に係る事業活動に取り組む中小企業者に
対して計画策定等の支援を行うとともに、ものづくり分野の高度な技術の事業化、広域的な
販路開拓や国際展開など高度な専門性を要する経営課題を抱える中小企業者等に対して課題
解決に向けた経営支援を行う。

また、中小企業の販路開拓等を支援するため、首都圏等を中心とした全国規模の商談会等、
ビジネスマッチングの場を提供するとともに、新商品等についての市場調査、バイヤー等へ
の情報提供等を行う。
さらに、中小企業の海外展開支援（海外進出、国際取引等）については、海外展開を図る
上で生じる経営課題を解決するために有益な情報提供、アドバイス等を実施するほか、地域
支援機関や金融機関と連携し、セミナーや個別相談会等を全国で開催する。加えて、海外展
開を目指す中小企業者に対して、事業可能性調査（ＦＳ）、国内外の展示会出展支援、イン
ターネットを活用した海外販路開拓支援等を行うとともに、日本の中小企業のパートナーと
なるような海外企業との事業連携を促進するための商談会等を開催することで、中小企業の
海外展開を後押しする。

| インキュベーション事業
新製品・新技術の研究開発や新分野への進出を目指す中小企業等を対象とし、インキュ

ベーション施設の運営を行うとともに、地域支援機関等と連携を図り、インキュベーション・
マネージャー等が事業化に向けた支援を実施する。

] 中小企業の経営基盤の強化
{ 中小企業支援機関連携強化事業
地域支援機関等との連携強化、支援ノウハウの共有を図るため、支援実務者を対象とした
講習会や、地域支援機関等の連携強化を目的とする連絡会議やセミナー等を実施する。
また、支援情報の結節点としての情報交流・情報提供により地域支援機関等との連携を強
化し、地域における中小企業支援とのシナジー効果の向上を図る。
さらに、国が実施してきた「中小企業支援ネットワーク強化事業」の成果等を踏まえ、地
域支援機関等の支援実務者の能力向上に向けた支援や支援事例の情報提供等を行うととも
に、地域支援機関等の連携強化に資する取組みを行う。また、中小企業の事業承継支援が円
滑に進むよう、支援事例の情報提供等を行う。

Ë 小規模企業者等設備資金貸付・設備貸与事業
小規模企業者等の創業及び経営基盤強化に必要な設備の導入を促進するための設備資金
の無利子貸付並びに設備の割賦販売及びリースの事業。

Ì その他小規模事業者の経営力向上等に対する支援事業。
� 中小企業連携組織対策事業
組合等の活性化に資する事業を円滑かつ効果的に実施するため、都道府県中央会指導員等
の人材育成事業や各組合等の実施している取組事例、官公需に関する情報等を収集・加工し、
各組合等に広く情報提供する事業。

� その他の経営基盤の強化に資する事業
その他、地域の実情に応じ、必要となる支援事業。

| 認定支援機関向け経営改善・事業再生研修事業
認定支援機関を対象として、経営改善計画の策定支援に必要な専門知識を習得するための
研修を実施し、経営改善の支援能力を強化していく。

} 認定支援機関支援協力業務
認定支援機関が抱える支援上の課題等に対して、専門家による助言、情報提供のほか必要
な協力業務を行う。

~ 高度実践型支援人材育成事業
今後、経営支援の担い手として期待される地域金融機関職員や税理士、公認会計士、弁護
士、社会保険労務士等の若手専門家等が、実践的な個別企業支援の経験・ノウハウを習得で
きるよう、経営支援に優れた実績を有する支援機関における職場実習を支援する。

� 地域中小企業普及啓発事業
中小企業施策情報、先進的な企業の事例情報等、中小企業、都道府県や地域支援機関等の
中小企業支援担当者等にとって必要な情報をワンストップで提供する中小企業ビジネス支援
サイト（Ｊ`Net21）を運営する。加えて、中小企業の経営課題解決のための調査研究、支
援ノウハウ提供のための調査研究等を行い、得られた事例等の啓発・普及を図る。また、施
策浸透フォーラムの開催を通じ、中小企業に対して支援施策の浸透等を図る。

� 養成研修事業
中小機構は、中小企業大学校等を活用し、経営課題の解決能力の向上を目指す中小企業の
経営者及び経営幹部等や、中小企業に対し質の高い助言が行える支援人材を育成するため、
以下の研修を実施する。
Ê 中小企業者向け研修
中小企業経営者や経営幹部等を対象に座学による講義に加え、自社の経営データを持ち
寄った経営課題の解決策や製造業における現場改善実習といった実践的な研修を実施す
る。
特に、中小企業の経営管理者や後継者等を対象とした他の研修機関では実施が困難な長
期研修及び政策要請の高い研修に重点を置く。
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